（様式）
科学技術人材育成費補助金
「リサーチ・アドミニストレーター等のマネジメント人材に係る
質保証制度の実施」事業申請書
※Wordに記載のフォントサイズは11ポイント以上としてください。
※提出時には、青字による注釈及び例示はすべて削除してから提出してください。
※申請書全体で13ページに収まるように作成してください。
	１．応募情報


	主幹機関

	機関名称
	

	機関の長（職・氏名）
	

	○事業実施責任者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	○事業担当組織

	組織名称
	※事業を担当する組織名称

	組織責任者 氏名
	※上記組織の責任者氏名

	所属・役職
	※上記組織責任者の所属・役職

	住所
	※上記組織の所在地

	○事務担当者

	氏名
	※プログラムを担当する事務担当者の氏名

	所属・役職
	

	住所
	※所属先の所在地

	電話番号
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	


	協働機関１

	機関名称
	

	機関の長（職・氏名）
	

	○事業実施責任者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	


	協働機関２

	機関名称
	

	機関の長（職・氏名）
	

	○事業実施責任者

	所属
	

	役職・氏名
	


	電話番号
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	


※必要に応じて表を増減してください。
※以下の全てのページに主幹機関名称を冒頭に記載すること。
	主幹機関名称：

	２．これまでの主な取組と検討状況等
・本事業の趣旨に合致すると考えられるこれまでの①取組や②検討状況等を分かりやすく記載すること。
（例）人材育成事業やシンポジウム、広報等の情報発信・共有に関する事業等の取組内容・実績及び
その成果、調査研究等の内容・実績、その他、事業推進に資すると考えられる取り組み等。


	※必要に応じて項目立てて記載していただいても構いません。


	主幹機関名称：

	３．事業の実施体制
（１）本事業の実施体制の全体像
・事業実施機関（主幹機関、協働機関）のほか、他のＵＲＡに関係する団体、大学等と連携し本事業を推進する場合は、当該団体、大学等の役割や連携状況がわかるように示してください（今後、想定している連携構想があれば当該構想も含めて記載してください）。
・当該体制を構成する組織（委員会、検討会、ＷＧ、事務局等の名称は問わない）及び組織間の関係性（機能、役割分担など）を示してください。
（２）「質保証制度」を運営するにあたって、制度の見直し・改善が必要となった場合の意思決定プロセスや、制度に対する自己評価を可能とする仕組み
（３）当該体制が質保証機関の実施機関としての効果的な事業実施体制であるとする理由
（例）人材育成事業やシンポジウム、広報等の情報発信・共有に関する事業等の取組内容・実績及びその成果、調査研究等の内容・実績、その他、事業推進に資すると考えられる取り組み等。

	※必要に応じて図や表を用いた説明や、その他、必要に応じて項目を立ててご説明いただいても構いません。


	主幹機関名称：

	４．事業の内容
（１）事業の全体スケジュール及び実施計画
（２）質保証制度を整備するにあたっての基本的な考え方等
・本事業の内容が委託事業の報告内容を踏まえた制度整備計画である旨がわかるように記述してください。
・委託事業による提案内容のほか、本事業の目的に資するものとして新たに提案する計画を有する場合は、当該計画内容とその必要性について説明してください。
（３）各取組みに対する具体的なスケジュール及び実施計画
①質保証機関の設置及び運営に関する計画
・本事業を複数の法人（主幹機関、協働機関として）で運営する場合（その他ＵＲＡに関係する団体、大学等との連携を含む）は、各々における設置、運営上の役割分担も含めて示してください。
②「研修」及び「認定」に関する計画
・「Fundamental」「Core」研修及び「認定URA」の認定実施に向けた検討事項・検討スケジュール、想定する研修計画の内容、実施規模（対象範囲・人数）、開始予定時期の見込みも含めて記載。
・「Advanced」研修及び「認定専門URA」の認定実施に向けた検討事項・検討スケジュール、想定する認定スキーム、実施規模（対象範囲・人数）、開始予定時期の見込みも含めて記載）
（４）補助金の使途に関する説明（効果的かつ具体的な活用方法）
（５）補助事業終了後の「質保証制度」の継続運営を見据えた計画
・実施体制及び運営方法等（制度の利用者拡大に資する取り組みや運営資金を確保するための計画を含む）について具体的に記載してください。

	※必要に応じて図や表を用いても構いません。

	主幹機関名称：

	４．事業の内容（つづき）

	

	主幹機関名称：

	４．事業の内容（つづき）

	

	主幹機関名称：

	４．事業の内容（つづき）

	


	主幹機関名称：

	５．資金計画等
・費目に従い経費の内訳を記載すること。

	○事業計画の経費内訳（令和３年度）

	費目
	種別
	補助金の額
（単位：千円）
	備考

	設備備品費
	―
	
	

	人件費
	事業担当職員
	
	

	
	補助者
	
	

	
	社会保険料等事業主負担分
	
	

	
	計
	
	

	事業実施費
	消耗品費
	
	

	
	国内旅費
	
	

	
	外国旅費
	
	

	
	外国人等招へい旅費
	
	

	
	諸謝金
	
	

	
	会議開催費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	借損料
	
	

	
	雑役務費
	
	

	
	光熱水費
	
	

	
	委託費
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	
	


	主幹機関名称：

	○事業計画の経費内訳（令和４年度）

	費目
	種別
	補助金の額
（単位：千円）
	備考

	設備備品費
	―
	
	

	人件費
	事業担当職員
	
	

	
	補助者
	
	

	
	社会保険料等事業主負担分
	
	

	
	計
	
	

	事業実施費
	消耗品費
	
	

	
	国内旅費
	
	

	
	外国旅費
	
	

	
	外国人等招へい旅費
	
	

	
	諸謝金
	
	

	
	会議開催費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	借損料
	
	

	
	雑役務費
	
	

	
	光熱水費
	
	

	
	委託費
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	
	


	主幹機関名称：

	○事業計画の経費内訳（令和５年度）

	費目
	種別
	補助金の額
（単位：千円）
	備考

	設備備品費
	―
	
	

	人件費
	事業担当職員
	
	

	
	補助者
	
	

	
	社会保険料等事業主負担分
	
	

	
	計
	
	

	事業実施費
	消耗品費
	
	

	
	国内旅費
	
	

	
	外国旅費
	
	

	
	外国人等招へい旅費
	
	

	
	諸謝金
	
	

	
	会議開催費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	借損料
	
	

	
	雑役務費
	
	

	
	光熱水費
	
	

	
	委託費
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	
	


- 0= 16 +  \* Arabic
1
 -
2

